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（環境生活部）                                                                      （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

１ こどもたちが笑顔で育つ熊本 

（施策３）質の高い教育・未来を担う人材の 

育成 

 施策３－①変化の激しい時代に対応した教 

育の推進 

 

 

 

 

46,460 

 

 

 

42,278 

 

 

 

１ 環境センター運営事業 

  本県の環境学習の拠点として、県民の環境問題への理解を深め、環境に配慮した行動を促し 

た。 

(1) 入館者数                    29,099人  

(2) 動く環境教室（出前授業）の実施 66回、受講者数  2,443人 

(3) 環境教育指導者の派遣      30回、受講者数 1,590人 

(4)  エコロジスト・リーダー派遣   12回、受講者数   782人 

２ 有明海・八代海再生推進連携事業 

小中学生を対象に、有明海・八代海等の再生に関する出前講座を36校で実施した。 

３ 県民ゼロカーボン行動促進事業 

小中学生を対象に、地球温暖化に関する出前講座を11校で実施した。 

４ 水環境教育推進事業 

(1) 中学生の水の作文コンクール 

   参加校９校、応募数809編（全国一の応募数）。学校を訪問の上、表彰を行った。 

(2) 水の学校・水のお話し会 

小学校10校、幼稚園等82施設で出前授業を実施した。 

 

 

 

公害対策費のうち 

Ｐ210 ～ Ｐ212 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公害規制費のうち 

Ｐ212 ～ Ｐ214 

施策３－③グローバル人材の育成 9,811 9,787 １ グローバルジュニアドリーム事業 

  自分の夢と可能性を発見する機会を提供するとともに、世界の中の日本・郷土熊本に誇りを 

持ち、グローバル社会に視野を向けた子どもの育成を図るため、県内の小学６年生から高校３ 

年生までの35名を台湾（高雄市、新竹市）に３泊４日で派遣し、視察や現地の学生との交流な 

どを行った。 

青少年育成費のうち 

Ｐ191 ～ Ｐ192 

 

２ 世界に開かれた活力あふれる熊本 

（施策３）「食のみやこ熊本県」の創造 

 施策３－②稼げる農林畜水産業の実践 

 

 

19,000 

 

 

19,000 

 

 

１ 特定鳥獣適正管理事業 

  ニホンジカによる森林被害の軽減と増えすぎた生息数を適正規模に誘導するため、「第二種特 

定鳥獣管理計画（ニホンジカ）」に基づき、有害鳥獣捕獲を行う市町村の支援を行った。 

（支援実績：ニホンジカ捕獲19,000頭分（1,000円／頭）） 

 

 

 

鳥獣保護費のうち 

Ｐ282 ～ Ｐ284 
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（環境生活部）                                                                        （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策４）スポーツ、観光、文化芸術の振興 

 施策４－②観光振興 

 

608,080 

 

160,273 

 

１ 国立公園満喫プロジェクト推進事業（デジタル田園都市国家構想交付金活用） 

  世界水準のナショナルパークを目指す「国立公園満喫プロジェクト」に選定された阿蘇くじ 

ゅう国立公園内において、大観峰園地の排水施設整備等を行った。 

 

 

観光費のうち 

Ｐ322 ～ Ｐ325 

３ いつまでも続く豊かな熊本 

（施策１）豊かな自然の保全 

施策１－①水資源をはじめとした環境保全 

 

 

63,201 

 

 

58,417 

 

 

１ 熊本地域地下水保全協働推進事業 

行政・事業者・県民等が協働で熊本地域の地下水保全対策を行うために設立された公益財団 

法人くまもと地下水財団に対する支援を行い、地下水涵養等を推進した（涵養量766万㎡）。 

２ 地下水保全条例円滑施行事業 

熊本県地下水保全条例に基づき、地下水採取の許可（117 件）や届出（33 件）の受理を行う

とともに、地下水採取者による地下水使用合理化や地下水涵養の取組みを促進した。 

３ 環境政策費（環境保全部会調整費）（デジタル田園都市国家構想交付金活用） 

  地下水保全の取組み等を紹介するショート動画（５本）やパンフレット（7,000 部）を作成

し、県民等への情報発信を行った。 

４ 地下水保全対策特別事業 

  地下水位をホームページ上で24時間確認できるシステムを構築した（観測井戸３箇所）。 

５ 半導体関連企業の集積に伴う地下水保全対策事業（デジタル田園都市国家構想交付金活用） 

半導体関連企業の集積を見据え、白川中流域において初めてとなる冬期の水田湛水の実施に

向けた関係団体との協議、局地的な大規模取水による影響シミュレーション、浸透性調整池を

活用した新たな涵養方法の検討を行った。 

６ 半導体関連企業集積に伴う環境モニタリング事業 

半導体関連企業の集積が進む中、セミコンテクノパーク周辺等の河川・地下水などの金属類

及び化学物質、大気の金属類について、季節ごとにモニタリングを実施（計５回）し、調査結

果を専門家で構成する委員会で検証した。 

７ 有機フッ素化合物（PFOS及びPFOA）調査事業 

国が指針値を定めた有機フッ素化合物（PFOS及びPFOA）について、県内の河川及び地下水の 

一部で指針値の超過が確認されていることから、県内73地点において調査を実施した。 

 

 

 

計画調査費のうち 

Ｐ140 ～ Ｐ142 

 

 

 

 

公害対策費のうち 

Ｐ210 ～ Ｐ212 

 

 

 

 

 

 

 

公害規制費のうち 

Ｐ212 ～ Ｐ214 
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（環境生活部）                                                                        （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

施策１－②ゼロカーボン社会及び循環型社 

会の推進 

 

137,120 138,349 １ 食品ロス削減推進事業 

消費者の意識改革や発生抑制及び未利用食品の有効活用など県内の食品ロス削減を推進した。  

(1) 消費者教育の推進 

消費者教育コーディネーターを配置。学校訪問：36校 

 (2) 食品ロス削減アクション「四つ葉のクローバー運動」の推進 

企業を対象とした「フードドライブ」活動を実施。 

   83事業所が参加し、約2.4トンの食品が集まり、支援団体を通じて子ども食堂等を支援。 

２ 県民ゼロカーボン行動促進事業 

  家庭で実践していただきたい具体的な行動やＣＯ２削減効果、メリットを「見える化」した

『くまもとゼロカーボン行動ブック』や住宅の断熱リフォームの効果等をわかりやすくまとめ

た『くまもとゼロカーボン行動ブック～住まい編～』を活用した普及啓発を実施した。また、

ゼロカーボンに向けた取組みは「実はおトク！」というキーメッセージを伝えるリーフレット

等を用いて、家電量販店等と連携した普及啓発やマスメディアによる広報プロモーション活動

を実施し、家庭でのＣＯ２削減を促進した。 

３ 2050くまもとゼロカーボン推進事業 

  2050 年温室効果ガス排出実質ゼロに向け、県内企業等との協議の場において、課題解決に向

けた情報共有や意見交換を行った。また、県条例に基づく事業活動温暖化対策計画書制度の周

知を行うとともに、金融機関や電力会社等の支援機関に、設備更新にあたっての資金面・技術

面での相談ができるよう、支援機関等とサポート体制構築に向けた検討を行った。 

九州電力株式会社と令和３年度に締結した連携協定に基づき、企業版ふるさと納税を活用し 

た専門人材の派遣を受け、事業所における設備のエネルギーシフトに向けた取組みを推進し 

た。加えて、球磨川流域の県南３総合庁舎（八代、芦北、球磨）、宇城総合庁舎、こども総合療 

育センター及び環境センターに初期投資ゼロモデルによる再エネ設備を導入した。 

４ プラスチックごみ対策事業 

(1) 農業団体、漁業団体と連携し、農業（漁業）用資材等の海洋流出防止を図るための啓発等 

を実施した（チラシ約25,000部配布）。 

(2) 海洋プラスチックを含むプラスチックごみの発生抑制を図るため、使い捨てプラの削減、

プラ代替製品の導入等を促進させる「くまもとプラスチックスマート」活動の認知度及び協

力事業者のインセンティブ向上のための缶バッジを作成（10,000 個）し、活動に賛同する加

盟店舗利用客に配布するキャンペーンを実施した。 

 

消費者行政推進費のうち 

Ｐ181 ～ Ｐ183 

 

 

 

 

 

公害対策費のうち 

Ｐ210 ～ Ｐ212 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境整備費のうち 

Ｐ214 ～ Ｐ215 
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（環境生活部）                                                                                                                       （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策１－②ゼロカーボン社会及び循環型社 

会の推進） 

 

 

 

   (3) プラスチックごみの分別回収拡充に取り組む市町村に対して、分別回収の試行等に要する 

経費を助成した。（６件） 

 

 

（施策４）社会の多様性 

施策４－①人権教育・啓発の推進 

 

52,493 

 

48,812 

 

１ 人権施策推進事業 

「熊本県人権教育・啓発基本計画」に基づき、人権教育・啓発に関する取組みを総合的に推 

進した。 

(1) 熊本県人権施策・啓発推進委員会（委員14名）の開催：７月、10月、11月、３月 

(2) 熊本県人権啓発推進協議会（委員56名）の開催：６月 

(3) 熊本県人権教育・啓発推進本部幹事会の開催 ：５月、11月 

(4) 「熊本県人権教育・啓発基本計画」の改定：令和７年３月 第５次改定 

(5) 人権に関する県民意識調査の実施：令和７年１月 調査結果報告 

２ 広報・啓発事業 

  県民の人権意識の高揚を図るため、各種の広報・啓発活動を実施した。 

(1) 人権フェスティバルの開催：11月（269人） 

(2) 熊本ヴォルターズと連携した啓発活動 

① ホームゲーム試合会場での啓発：10月～11月（２回、観戦者総数7,127人） 

② 選手等による人権教室の開催：11月～12月（３校） 

(3) 各種媒体を活用した広報 

① 人権啓発パネル展： 11月～12月 

② テレビスポットＣＭ（34回） 

③ 新聞広告（５回） 

④ 交通広告(ＪＲ14駅貼りポスター)：11月～12月 

⑤ 交通広告（ＪＲ熊本駅前広場プロジェクションマッピング）：10月 

⑥ Web広告：10～11月 

(4) 人権情報誌（コッコロ通信）の発行：３回、計21,000部 

(5)  人権啓発作品（人権メッセージ）募集：応募3,055作品 

(6) コッコロ隊の派遣：７月～３月、39回 

 

 

諸費のうち 

Ｐ136 ～ Ｐ139 
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（環境生活部）                                                                        （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策４－①人権教育・啓発の推進）  

 

 

 ３ 研修・人材育成事業 

  人権教育・啓発に係る指導者等の人材を育成するため、研修会等を実施した。 

(1) 人権同和問題講演会（兼所属長等研修）：11月 受講者 295人 

(2) 人権啓発Web講座：４月～３月 視聴回数： 9,063回 

(3) 登録講師の派遣：４月～３月、派遣回数：88回 受講者数： 13,513人 

(4) 事業主等研修会（動画配信併用）：９月、総受講者1,348人 

４ 相談事業 

人権問題全般についての相談窓口を設置し、県内の各相談機関との連携を図りながら、相談 

者が主体的に問題解決に取り組めるよう、助言や情報提供を行った（相談件数：161件）。 

５ 人権啓発活動市町村委託事業 

  国からの人権啓発活動地方委託事業を24市町村に再委託し、市町村が行う啓発活動を支援し 

た。 

６ 市町村連携支援事業 

  人権教育・啓発に関する計画の推進支援、講演会・研修会等の講師の紹介、情報の提供、市 

町村との意見交換等を行った。 

 

施策４－②多様な主体の社会参画 16,347 13,711 １ くまもとの女性活躍促進事業 

女性の社会参画を加速化するため、産学官連携による「熊本県女性の社会参画加速化会議」 

で策定した「熊本県女性の社会参画加速化戦略」に基づき、次のとおり事業を実施した。 

(1) 女性経営参画塾 

企業の女性管理職等に対し、役員など経営参画に必要なノウハウ、知識等の習得を図ると 

ともに、意識改革を図るため、全７回にわたる講座を開催した（参加者：20人）。 

(2) 女性経営参画塾ネットワーク構築促進事業 

女性経営参画塾の修了生（199人）が、自ら運営や研修の企画等を行うネットワーク構築に 

向けた研修会を実施した（参加者：延べ55人）。 

(3) 女性のキャリアアップ支援事業 

女性の経営参画や未経験の分野への挑戦意識を高めるため、キャリアアップをめざす、初 

任～中堅職員、管理職候補職員に対してそれぞれ講座を実施した（参加者：初任～中堅職員 

30人、管理職候補職員30人）。 

 

社会福祉総務費のうち 

Ｐ169 ～ Ｐ171 
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（環境生活部）                                                                        （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策４－②多様な主体の社会参画）  

 

 

 (4) 企業トップセミナー 

中小企業の経営者、人事労務関係の管理職を対象とし、基調講演や先進企業の事例発表を 

実施した（参加者：123人）。 

(5) 女性活躍交流促進事業 

男女共同参画社会の実現に向けて様々な挑戦を続ける６名の方々の表彰と、「消滅しまっせ 

ん！ 地域でかがやく宝を探して」をテーマに、各地域で様々な分野に挑戦し活躍している 

方を招き、若年女性を始め、誰もが住みたくなるような地域（熊本）にするための今後の方 

向性やあり方を、男女共同参画の視点に基づき考えるパネルディスカッションによる「ヒゴ 

ロッカサミット2024」を開催した（参加者：163人）。また、同日プレサミットとして、若年 

層（大学生等）を対象とし、熊本在住の様々なジャンルで活躍する男女５人によるパネルト 

ークと学生との交流会を開催した（参加者：26人）。 

２ 男女共同参画推進事業者表彰 

企業・団体等における男女共同参画の取組みを支援するため、男女共同参画に積極的に取り 

組んでいる事業者を表彰し、その取組みを県ホームページなどで広く周知することにより他の 

事業者への波及を図った（表彰数：６団体）。 

３ 男女共同参画社会形成促進事業 

男女共同参画推進条例に基づき、男女共同参画社会の形成状況等を取りまとめた「熊本県男 

女共同参画年次報告書」を作成し、男女共同参画審議会の審議を経て県民に公表した。また、 

男女共同参画社会形成への県庁率先行動の一つとして、県の審議会等における女性委員の登用 

を進めた（令和６年度末の女性委員登用率：40.1%）。 

４ 男女共同参画地域活動推進事業 

男女共同参画社会づくりについての知識と行動力を備え、積極的に地域で活躍できる地域リ 

ーダーを育成するため、県内及び県外において専門的研修を実施した（参加者：21人）。また、 

県内各地域における人材育成と活動支援を行うため、男女共同参画社会の実現を目指して活動 

する男女共同参画推進員に対して研修会を実施した（参加者：12人）。 

５ 男女共同参画学習促進事業 

学校における男女共同参画教育を進めるため、中学生・高校生向けの学習資料及び教師用手 

引書を作成・配布した（活用率：中学校74.2%、高校63.5%）。 

６ 女性総合相談事業 

主に女性が有する様々な悩みに相談員が対応した。また、弁護士による無料相談も実施した 

（相談件数：電話・面接相談1,152件、法律相談24件）。 

 

 

 



- 48 - 

 

（環境生活部）                                                                        （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

４ 県民の命、健康、安全・安心を守る 

（施策１）「緑の流域治水」を核とした創造的 

復興 

施策１－①「緑の流域治水」の更なる推進 

による一日も早い安全・安心の実現 

 

 

 

6,066 

 

 

 

6,038 

 

 

 

１ 九州自然歩道利用促進対策事業（デジタル田園都市国家構想交付金活用） 

  地域が有する豊かな自然と文化の更なる観光利用を促進するため、九州自然歩道の新たな支 

線９本のデジタルマップを制作し、くま川鉄道株式会社等の交通事業者や地元市町村イベント 

と連携したデジタルスタンプラリーを実施した。 

 

 

 

観光費のうち 

Ｐ322 ～ Ｐ325 

（施策２）災害に強い県土づくり 

 施策２－②防災・減災、国土強靭化に資す 

るインフラ整備 

 

78,656 

 

78,377 

 

１ 水道施設整備事業 

国庫補助制度を利用して、老朽施設更新等による耐震化事業・耐災害性強化事業など市町村

が実施する水道施設整備を支援した（支援実績：上天草市、嘉島町、湯前町）。 

 

環境整備費のうち 

Ｐ214 ～ Ｐ215 

（施策４）安全・安心の地域づくり 

施策４－②犯罪被害者支援 

 

31,677 

 

27,703 

 

１ 犯罪被害者等支援推進事業 

  令和３年４月策定の「熊本県犯罪被害者等支援に関する取組指針（第４次）」に基づき、犯罪

被害者等支援のための各施策を推進した。 

(1) 広報・啓発 

性暴力被害者のためのワンストップ支援センター「ゆあさいどくまもと」のリーフレッ 

ト、若年層向け学習用リーフレット、くまモン反射材マスコットの作成・配布や、犯罪被害 

者の講演会を開催した。 

(2) ワンストップ支援センター事業 

性暴力被害者のためのワンストップ支援センター「ゆあさいどくまもと」の運営を委託に 

より実施し、24時間体制での電話相談、面接相談や直接支援活動を行った。 

(3) 犯罪被害者等見舞金制度 

犯罪被害者等に被害発生直後から発生する当面の経済的負担を軽減するため、見舞金の給 

付を行った（給付件数：９件（遺族見舞金２件、重傷病見舞金７件））。 

２ 再犯防止推進事業・広報啓発 

刑法犯で検挙された者の約半数を再犯者が占める実情に鑑み、安全安心な社会の実現のため 

には県全体で再犯防止推進の機運を高めていくことが重要との認識のもと、県民向けの講演会

を開催した。 

 

 

諸費のうち 

Ｐ136 ～ Ｐ139 
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（環境生活部）                                                                        （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

施策４－③交通安全意識の普及啓発の促進 8,818 8,765 １ 交通安全特別啓発事業 

  県民に対し、飲酒運転根絶及び自転車の安全利用の徹底に関する広報啓発を行った（テレビ 

ＣＭ、ラジオＣＭ、コンビニ店内の広報、バスの車外広報、啓発チラシ、ポスター掲示、デジ 

タルサイネージ（街頭ビジョン・ＪＲ熊本シティビジョン）放映、YouTube広告配信等）。 

２ 交通安全推進連盟補助 

 行政機関及び民間企業・団体等を会員とし交通安全運動を実施する熊本県交通安全推進連盟 

に補助金を交付した。また、交通安全推進連盟事務局として、会員等関係機関と連携しながら 

広報・啓発活動を行った 

交通安全対策促進費

のうち 

Ｐ135 ～ Ｐ136 

 

 

 

施策４－④消費者被害の未然防止 121,753 108,970 １ 消費者行政推進対策事業 

関係法令に基づき、不当な取引行為等を行う事業者に対し指導を行った。 

・特定商取引に関する法律に係る処理件数１件（口頭指導：１件） 

・不当景品類及び不当表示防止法に係る処理件数：３件（口頭指導：３件） 

・割賦販売法に係る処理件数：３件（文書指導：１件、口頭指導：２件） 

２ 地方消費者行政推進事業 

市町村及び県の消費生活相談窓口の機能強化及び消費者教育推進のための事業を実施した。 

・県内市町村の消費生活相談員の配置など市町村消費者行政推進のための市町村補助の実  

    施（補助実績：24,230千円  対象市町村：22市町村） 

３ 消費生活相談・啓発事業 

県消費生活センターにおいて県民からの相談に対する助言・あっせん等を行うとともに、消

費者被害情報の提供や啓発を行うことにより消費者被害の未然防止と早期救済を図った。 

また、市町村に対する助言・指導を行った。 

(1) 消費生活に関する相談等 

・相談件数：4,365件 

・契約金額、既支払額、救済額、あっせん等の状況    

  令和６年度 

契約金額 18億6,000万円 

既支払額 10億800万円 

救済額 １億1,800万円 

あっせん件数 697件 

あっせん率 16% 

あっせん成立率 87% 
 

消費者行政推進費のうち 

Ｐ181 ～ Ｐ183 
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（環境生活部）                                                                        （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策４－④消費者被害の未然防止）   (2) 消費者被害情報提供及び啓発 

・消費者トラブル注意報等の発出：６回、熊日Q&A掲載：26回 

(3) 市町村の消費生活相談能力向上のための助言・指導 

・市町村相談窓口からの相談対応：105件 

 

（施策５）水俣病問題への対応 

 施策５－①公健法に基づく認定審査 

 

82,092 

 

54,315 

 

１ 認定審査業務の促進 

(1) 水俣病認定審査業務 

「公害健康被害の補償等に関する法律」に基づく水俣病の認定申請者について、疫学調査

（91件)・認定検診 (本診: 眼科75件、耳鼻科78件、神経内科70件) を実施した。 

また、熊本県公害健康被害認定審査会を５回開催した。 

 審査数 申請者数 

令和６年度 90人 令和７年３月末 257人  

(2) 水俣病認定申請者治療研究事業 

水俣病認定申請者のうち、対象要件に該当し、申請後１年を経過した者（一定の症状があ

る者は６か月経過後）に対して、医療費等の支給を行った。 

① 対象人員 (令和７年３月末現在) : 112人 

② 支給実績 

  区  分 件 数 金 額 

研究治療費 3,231件 16,396 

研究治療手当等 85件 103 

はり・きゅう・マッサージ施術療養費 139件 137 

合  計 3,455件 16,636 
 

 

公害保健費のうち 

Ｐ215 ～ Ｐ217 

 

 施策５－②地域の保健医療福祉の充実 8,329,631 8,034,722 １ 水銀フリー推進事業 

平成25年10月の「水銀フリー熊本宣言」を踏まえ、水銀フリー社会の実現に向けた取組みを 

行った。 

(1) 水銀専門家の育成支援（留学生への奨学金制度） 

熊本県立大学と国立水俣病総合研究センターの連携大学院において受け入れた水銀研究留 

学生８人（インドネシア、ガーナ、スーダン、中国、ベトナム）を支援した。 

公害対策費のうち 

Ｐ210 ～ Ｐ212 
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（環境生活部）                                                                        （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策５－②地域の保健医療福祉の充実）    (2) 情報発信及び啓発の取組み 

県内の中学生、高校生等を対象とした「出前講座」の開催、熊本県立図書館・くまもと県 

民交流館におけるポスター等の展示、熊本市中心市街地アーケードに設置されているストリ 

ートビジョンにおける水銀フリー啓発動画の放映等により情報発信を行った。 

２ 水俣病問題に関する情報発信 

(1) 水俣病関連情報発信事業 

水俣病に対する県民の理解を促進し、地域全体で水俣病被害者等を支える環境づくりを進

めるとともに、水俣病に関する情報、教訓を広く正しく発信する事業を行った。 

① 小学生・中学生及び高校生を対象とした水俣病及び環境学習の実施 

② 教職員を対象とした啓発の実施 

③ 保護者を対象とした啓発の実施 

④ 環境学習リーフレットの改訂・教育機関や関係機関に配布 

⑤ 百間排水口樋門扉の新調 

⑥ 国際会議（ICMGP）における水俣病の情報発信、留学生に対する情報発信 

(2) 水俣病関連情報発信支援事業 

水俣病発生地域市町が水俣病の教訓を踏まえて行う情報発信活動に対し、助成を行った。 

① 水俣病資料館が資料の収集や整理、サテライト展等を実施（水俣市） 

② 水俣病資料館が収蔵庫増築の工事を実施（水俣市） 

③ 芦北町が「うたせ船で水俣病を学ぶ」講座を実施 

３ 水俣病総合対策事業等の実施  

(1) 総合対策医療事業 

水俣病にもみられる症状を有すると認められた方に対して医療費等を支給し、健康上の問 

題の軽減及び解消を図った。 

【経緯】 

・中央公害対策審議会の答申（今後の水俣病対策のあり方について）に基づき、平成４年 

度に事業を創設。療養手帳を交付し、療養費等の支給を開始した。 

・平成７年12月15日付けで閣議了解された水俣病問題の解決策を受け、平成８年１月22日 

から新医療事業に切り替え、医療手帳及び保健手帳を交付（平成８年７月１日まで受 

付）し、療養費等を支給した。 

・平成16年10月の水俣病関西訴訟最高裁判決を受け、給付の内容を拡充し、平成17年10月 

13日から保健手帳の申請受付（平成22年７月31日まで）を再開した。 

 

 

 

 

 

公害保健費のうち 

Ｐ215 ～ Ｐ217 
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（環境生活部）                                                                        （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策５－②地域の保健医療福祉の充実）   ・平成21年７月に施行された水俣病特措法に基づき、該当者に対して水俣病被害者手帳を 

交付（平成22年５月１日から平成24年７月31日まで受付）し、療養費等を支給した。 

※保健手帳は水俣病被害者手帳に統合し、平成24年３月31日で失効。 

① 医療手帳 

水俣病にもみられる四肢末梢優位の感覚障害を有する者に対し、療養費、はり・きゅう

施術費等及び療養手当を支給した（令和６年度末対象者数：2,840人）。 

（療養費等支給実績） 

区  分 件 数 金 額  

※件数は、手帳所持者に

よる毎月の支給実績の

合計 

療養費 93,405件 445,586 

はり・きゅう施術費 2,706件 4,838 

温泉療養費 2,413件 11,410 

療養手当 32,874件 682,497 

合  計 131,398件 1,144,331 

② 水俣病被害者手帳 

水俣病にもみられる一定の感覚障害又は神経症状を有する者に対して、療養費、はり・

きゅう施術費等及び療養手当を支給した（令和６年度末対象者数：32,148人）。 

（療養費等支給実績） 

区  分 件 数 金 額  

※件数は、手帳所持者に

よる毎月の支給実績の

合計 

療養費 937,756件 3,722,170 

はり・きゅう施術費 6,896件 39,869 

温泉療養費 17,743件 82,523 

療養手当 175,618件 2,621,119 

離島加算 7,459件 7,459 

合  計 1,145,472件 6,473,140 

(2) 治療促進受託事業 

水俣病関西訴訟及び熊本水俣病二次訴訟において、損害賠償が認められた判決が確定した

原告に対して、療養費、研究治療手当及び介添手当を支給した(令和６年度末対象者数：８

人)。 
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（環境生活部）                                                                        （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策５－②地域の保健医療福祉の充実） 

 

  （療養費等支給実績） 

区  分 件 数 金 額  

※件数は、手帳所持者に

よる毎月の支給実績の

合計 

療養費 194件 632 

はり・きゅう施術費 0件 0 

研究治療手当 73件 422 

離島加算 0件 0 

介添手当 61件 457 

合  計 328件 1,511 

(3) 水俣病認定患者保健指導事業 

水俣病認定患者に対して水俣保健所による訪問保健指導及び療養用具の貸与を行った。 

  ① 令和６年度保健指導実施延べ人数：528人 

  ② 令和６年度特殊寝台等新規貸与台数：特殊寝台２台、車椅子１台 

    ※令和６年度末現在の貸与台数：特殊寝台19台、車椅子５台 

(4) 健康管理事業 

水俣病発生地域の居住者に対し、水俣病に関連した健康上の不安の軽減、解消を図ること

を目的として、健康診査及び健康相談を実施するとともに、相談窓口を設置している。 

また、過去に相当の期間、水俣湾又はその周辺水域の魚介類を食べたことに伴い、健康不

安を訴える者について、その健康不安の解消を図るため、健康診査等を実施した。 

① 健康診査の実施（市町に委託） 

・対象地域：水俣市、芦北町、津奈木町、天草市（御所浦町） 

・受診者数：2,678人 

② 健康相談の実施（水俣市立総合医療センターに委託） 

     ・日常生活相談：210件 

③ 相談窓口の設置（市町等に委託） 

・設置場所：水俣市、芦北町、津奈木町、天草市（御所浦町）、上天草市（龍ヶ岳町） 

・相談件数：9,515件 

④ 健康不安者フォローアップ健診事業（公益財団法人に委託） 

⑤ 健康不安者に対する健診事業（公益財団法人に委託） 
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（環境生活部）                                                                        （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策５－②地域の保健医療福祉の充実） 

 

  (5) 胎児性・小児性水俣病患者等の地域生活支援 

胎児性・小児性水俣病患者をはじめとする水俣病被害者等の地域生活を支援するため、福

祉サービス等やリハビリ、生きがいづくり等の事業を行っている関係市町及び社会福祉法人

等に対する助成等を行った。 

① 地域生活支援事業 

・胎児性・小児性水俣病患者やその家族等が、住み慣れた地域で安心して暮らしていくこ

とができるように、社会福祉法人等が行う福祉サービス等に対する助成を行った。 

② リハビリテーション支援事業 

・胎児性・小児性水俣病患者等が利用している事業所等へ理学療法士等を派遣し、日常生

活動作の指導等を実施した。 

③ 水俣病発生地域リハビリテーション強化等支援事業 

・水俣病被害者等が安心して生活を営めるよう、関係市町が実施する神経症状の緩和や介 

 護予防につながるリハビリテーション等の取組みに対し助成を行った。 

④ 水俣病発生地域高齢者等在宅支援事業 

・高齢の水俣病被害者等が地域の中で安心して在宅生活を営むことができるよう、関係市 

町が実施する日常生活の質の向上や社会参加の促進に資する取組みに対し助成を行っ 

た。 

(6) 環境・福祉モデル地域づくり推進事業 

環境や保健福祉の先進的な取組みを育成・促進するため、関係機関によるネットワークの 

構築や関係市町の事業に対する助成を行った。 

① 水俣病被害者等保健福祉ネットワークの設置運営 

・胎児性水俣病患者等の地域生活支援事業を実施する団体、医療・福祉関係の団体及び行 

政機関等で構成するネットワークを運営し、実務者対象の研修会等やホームページによ 

る情報発信を行った。 

② 慰霊・もやい直し、福祉対策の推進 

・慰霊式、火のまつりの実施について水俣市へ、もやいまつりの実施について芦北町へ助  

成を行った。 

 

 



                                                                                

- 55 - 

（環境生活部）                                                                        （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

施策５－③水俣・芦北地域の振興 4,395,138 4,393,866 １ チッソ株式会社金融支援 

チッソ株式会社の既往公的債務（患者県債）については、金融支援抜本策（平成12年２月８

日 閣議了解）に基づき、令和６年度にチッソ株式会社が償還すべき債務５億３千万円余に対

し、チッソ株式会社の返済可能額は０円であったため、金融支援抜本策（平成 12 年２月８日、

閣議了解）に基づき、県債の償還における支払猶予額は５億３千万円余となった。このうち、

８割の４億２千万円余を国庫補助金、２割の１億円余を政府資金引受けによる特別な県債によ

り手当された。 

また、その他の県債については、令和６年度約定償還分22億円余を償還した。 

金融支援の実施により、チッソ株式会社の経営改善を図り、患者補償を確実に実施させると 

ともに、引き続き、水俣・芦北地域の振興、経済・雇用等に取り組むよう、チッソ株式会社に

対する支援措置に関する連絡会議を通じチッソ株式会社へ申し入れた。 

チッソ株式会社貸付

金県債償還等特別会

計繰出金のうち 

Ｐ420 

熊本県のチッソ株式

会社に対する貸付け

に係る県債償還等特

別会計のうち 

Ｐ483 ～ Ｐ484 


